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三団体による共同調達事業について
～国立大学病院長会議・地域医療機能推進機構（JCHO）・東京都立病院機構～
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三団体が協力して共同調達に取り組みます

地方独立行政法人
東京都立病院機構

独立行政法人
地域医療機能推進機構（JCHO）

57病院・ 15,227床

10病院・ 4,134床

一般社団法人
国立大学病院長会議

44病院・32,734床

合計111病院・ 52,095床
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国立大学病院共同調達事業とは
平成28年6月、全国の国立大学附属病院長が「国立大学附属病院における共同調達実施に関する合意書」に署名した
「国立大学附属病院が一丸となって、共同調達に取り組む」
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国立大学病院の取り組み

医療材料 医療機器
感染防護用品他

例）ニトリル手袋、吸引カテーテル、ペースメーカー他
少額機器

例）心電計、ベッド、除細動器、AED、フットポンプ他

平成28年度 3億円 -
平成29年度 1.9億円 2,000万円
平成30年度 4億円 1億円
令和元年度 1.9億円 5,700万円
令和2年度 5,700万円 3,600万円
令和3年度 1.6億円 6,500万円
令和4年度 3.2億円 集計中

国立大学病院の共同調達による削減金額

各年度の結果を合計すると 約19億円の削減！ 5



国立大学病院

東京都内

国立大学病院 44病院 32,734床
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国立大学病院・地域医療機能推進機構（JCHO）・東京都立病院機構

東京都内

国立大学病院 44病院 32,734床
地域医療機能推進機構 57病院 15,227床
東京都立病院機構 10病院 4,134床

合計 111病院 52,095床
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今後の展開

適切な価格による安定調達を目指す

111病院・52,095床の共同事業
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（参考）国立大学病院における感染防護用品データベース

国立大学病院における感染防護用品データベース
WEBサイト↓↓

検索結果

地図

詳細

令和5年1月30日にWEBサイトをオープンしました
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第2部

国立大学病院の現状等について
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１.新型コロナウイルス感染症関連
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○医療機関は ❝ゼロコロナ❞ を継続しなくてはならない
・ 余病のある方、ご高齢の方は重症化リスク、病悩期間が長くなってしまう
・ 院内へウイルスを持ち込ませない水際対策、院内伝播を防ぐ感染対策は引き続き必要

○とにかく人手、時間、物資、空間を要する
・ 通常診療よりも3倍程度の人手が必要
・ ゾーニング、隔離のための空間も必要で通常診療のスペースを圧迫

○医療従事者のコロナによる休務者増によりコロナ・通常診療体制にも大きな影響

２類から５類へ移行しても医療機関の診療提供体制は変えられない

医療機関は引き続き ❝ゼロコロナ❞ を継続
令和５年５月８日より感染症法上の分類が２類相当から５類へ移行
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• コロナ禍以前より既に経常利益額は減少傾向

• コロナ流行期、感染患者受入のための病床確保や診療制限
等により病床稼働率が大きく低下

• 病床確保料等の支援がなければ大幅な損失となっていた

• 医療機関は今後も ❝ゼロコロナ❞ を維持する必要があるなか、
5類移行後すぐにコロナ禍前の診療体制、経営状況に回復す
るのは困難
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460

大学病院が安心して医療の提供を行えるよう
引き続きの財政的支援をお願いしたい

❝ゼロコロナ❞ を維持し
ながら診療体制・経営
状況は回復？？

病床稼働率
大幅に低下

295

コロナが病院経営へ与えた影響

R4.10 国立大学病院長会議にて調査（R4病床確保料については4～12月分を反映）
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コロナ前から続く医療機器と建物の老朽化
・ 減益傾向の経営状況、R2年度以降は コロナや物価
高騰といった先行き不透明な影響から、投資は足踏み
状態

・ 多くの医療機器が耐用年数を超過しており、 価値の残
存率は取得時のわずか24％程度でリースも活用しなが
ら踏みとどまっている

・ 更に建物の価値残存率の低下も確実に進行している

・ 安全安心な医療を支えるインフラが危機に瀕し
ている大学病院に求められる機能を維持
するために、引き続きのご支援・ご理解をいただきい

出典：財務諸表（病院セグメント情報）より

価値残存率：（取得原価-減価償却累計額）÷取得原価
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２. 物価・光熱費高騰の影響
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必需品のPPE（感染防護用品）単価推移
令和２年3月の単価を「１」とした場合の単価推移（国立大学病院）
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206億円増

国立大学病院 医療材料メーカー別 値上割合調査

• 各国立大学病院に、医療材料メーカーの値上割合調査を実施
• 国立大学病院と取引のある930メーカー中、533メーカーが値上
• 購入金額の高い上位100メーカーで全購入金額91％を占めている

平均15.2%UP

令和3年度全購入金額で算出すると

約 206億円の負担増

R3 R3年度購入ベースに
R4年度値上割合を反映

物価高騰の影響は医療機関にも大打撃

124億円増

R3 R4（見込）

光熱費の負担増調査

約 124 億円の負担増

都道府県からの支援額は8.2億円
（4病院は支援なし）

R4.10 国立大学病院長会議にて調査

R4.10 国立大学病院長会議にて調査
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R1年度経常利益額 R4年度負担増加額

医療材料費

206億円増

光熱費

124億円増

合計 330 億円の負担増

215億円

令和4年度の光熱費・医療材料費だけで

＜
• コロナ禍以前（令和1年度）の経常利益額を大幅に上回る
負担増

• 医薬品費や委託費等、その他費用の負担も増加

• 今後も物価高騰は長期化することや、負担の増加幅が大きく
なることも懸念

医療機関はコスト増加を価格転嫁できない

コスト増加に対して、診療報酬等で適正な支援をお願いしたい

コロナ前の利益をはるかに上回るコスト増
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３.医師の働き方改革
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国立大学病院の医師の働き方改革

・自院での労働時間を把握
・労働と自己研鑽のガイドライン策定・周知

・派遣先の労働時間把握、派遣先宿日直許可の有無を確認

自院・派遣先の通算労働時間を把握

タスクシフト、シェアや診療体制の見直し等、労働時間短縮する
ための取り組みを検討、実施

連続勤務時間制限、勤務間インターバル等の追加的健康確保
措置への対応検討

医師労働時間短縮計画を策定し第三者評価を受審、都道府県
より特例水準の指定を受ける

令和6年4月に向けた、医師の働き方改革への対応として様々な取り組みを実施

12令和6年度以降も働き方改革によるこれまでの取り組みを継続し、更に改革を推進していく必要がある

より精緻かつ客観的な労働時間の把握により判明した超過勤務
手当の増加分

自院・派遣先の診療体制や夜間・救急診療体制を維持に必要な
医師の増員、手当にかかる費用

看護師、薬剤師、その他コメディカルスタッフの採用や手当
医師事務作業補助者の採用 等 にかかる費用

<取り組み（抜粋）> <想定される費用（抜粋）>

働き方改革への対応、体制の維持には多額の費用負担が発生する

働き方改革への対応に伴うシステムに関する費用（勤怠管理シ
ステム、ICT機器等の導入・保守費用）



項目 大学数（複数回答可） 備考

連携B水準 42大学 全大学が連携B水準の申請を行うと回答
自院のみでは960時間以内だが派遣先での労働時間を通算する
と960時間を超える医師がいると想定

B水準 22大学 22大学が自院のみで時間外労働が960時間を超える医師がい
ると想定

C-1水準 12大学 12大学（全体の4分の1）で時間外労働が960時間を超える
臨床研修医・専攻医研修プログラムを想定

C-2水準 6大学 6大学（全体の7分の1）で時間外労働が960時間を超える集
中的な技能訓練が必要な医師がいると想定

令和６年（2024年）4月以降に予定している「時間外・休日労働の上限規制の水準」

国立大学全病院が連携B水準の申請を行うと回答
医師の働き方改革の法施行後も、国立大学病院は地域医療体制の維持に尽力する姿勢

R5.1 国立大学病院長会議 調査
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引き続き地域医療へ貢献



R3 R4 R5 R6 R7

206億

124億

収益 費用 収益 費用

○医師の働き方改革 法施行

医師の働き方の実現、令和６年以降も体制を維持し続けるために、継続的な財政支援を強く要望

▲177億

コロナからの回復、物価高騰といった苦しい経営状況の中、
働き方改革へ対応するための財政的余力は限界

• 働き方改革の実現、その体制を維持し続けられるか
• 今後の事業継続性も懸念

財政的余力は限界
光熱費、物価高騰分の負担増に加えて
医師の働き方改革にも多額の費用が必要
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＋
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連携B水準、B水準については地域医療暫定特例水準とされ、2035年度末を目標に終了することが予定されており、
自院・派遣先の時間外・休日労働を通算して960時間未満に縮減する必要がある

働き方改革・地域医療構想・医師の偏在対策の三位一体での改革推進と実現について、
ご支援・ご協力をお願いしたい
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地域医療構想

医師の働き方改革 医師偏在対策

更なる改革推進のため、三位一体での支援、協力を！



働き方改革の実現に向け、患者さん・家族へのご理解・ご協力のお願い
【千葉大学医学部附属病院】 ▶地域の医療機関への紹介の推進 【東北大学病院】 ▶かかりつけ医への紹介（逆紹介）の推進
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働き方改革の実現に向け、患者さん・家族へのご理解・ご協力のお願い
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【名古屋大学医学部附属病院】 ▶予約変更の原則お断り【鹿児島大学病院】 ▶病状説明は平日の診療時間内に
▶主治医と当番医の協力体制
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